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1. 序論 

1.1 研究背景および研究目的 

30 年前，神戸港は，アジア最大のコンテナ貨物

港湾であり，東アジアにおける北米貨物のゲート

ウェイ機能を担っていた。しかし，2000 年代に入

り，ゲートウェイ機能は釜山港にシフトした。表

1 に示すように，2015 年の釜山港のコンテナ取扱

貨物量は神戸港の 7 倍以上に達しており，ゲート

ウェイ機能のシフトは神戸港からの直送機能の弱

体化を引き起こしている可能性がある。 
このような状況に対し，日本政府は，2010 年に

「国際コンテナ戦略港湾政策」を策定し，欧米基

幹航路による日本からの直送機能の強化を試みて

いる。しかし，表 2 に示すように，神戸港の北米

航路寄港数に対する釜山港の北米航路寄港数の比

率は，2008 年の 2.8 倍から 2013 年には 3.4 倍に

拡大している。 
 

表 1 コンテナ取扱貨物量ランキング 1) 

（単位：千 TEU/年） 
1980 年 2015 年 

 港湾 貨物量  港湾 貨物量 
1 ニューヨーク 1,947 1 上海 36,537 
2 ロッテルダム 1,901 2 シンガポール 30,922 
3 香港 1,465 3 深圳 24,204 
4 神戸 1,456 4 寧波 20,620 
5 高雄 979 5 香港 20,114 
: 
; 

  6 釜山 19,469 
: 
: 
: 

  
16 釜山 634 
   

59 神戸 2,707 
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表 2 北米航路の寄港数 2) 

 2008 年 2013 年 
神戸港寄港数 46 便/月 34 便/月 
釜山港寄港数 126 便/月 116 便/月 
釜山港/神戸港 2.80 3.41 

 
表 3 日本発北米向け経路別コンテナ貨物量 3)4) 

（単位：フレートトン/月） 

経路 2008 年 2013 年 
貨物量 シェア 貨物量 シェア 

神戸港から 
直行 125,129 15.1% 130,041 13.4% 

その他日本港湾 
から直行 620,179 74.6% 750,494 77.5% 
釜山港で TS 
 70,158 8.4% 65,877 6.8% 
その他アジア

港湾で TS 15,541 1.9% 21,526 2.2% 

合計 831,007 100% 967,938 100% 

 
この 2 時点の日本発北米向け輸出コンテナ貨物

の輸送経路の比較を表 3 に示す。これによると北

米向け輸出における釜山港トランシップ利用は，

2008 年から 2013 年にかけて貨物量，シェアとも

に減少している。それに対し，神戸港及びその他

の日本港湾からの直送貨物量は増加している。こ

の比較からは，釜山港のゲートウェイ機能が弱ま

り，神戸港のサービス水準が向上しているように

見える。しかし，これは，日本の主要港湾におけ

る利用経路の概観を示したのみであり，このよう

に推移した要因の分析が必要である。 
前述のように日本政府は，海外トランシップに

伴う潜在的な懸念に対して，2010 年に「国際コン

テナ戦略港湾政策」という包括的な政策を発表し

ている。この政策には，欧米基幹航路，特に北米

直送航路を戦略港湾に誘致するための積極的な施

策が含まれている。しかしながら，これらの施策

について，費用便益の観点からの検証がなされて

いないのが現状である。政策/施策の良否を評価す

るためには，最終需要者である荷主の効用向上，

すなわち便益を計量することが望まれる。 
本稿では，以上のような問題意識のもと，海外

トランシップによる荷主便益を計量するとともに，

神戸港がその一翼を担う戦略港湾・阪神港におけ

る集貨政策のあり方について考察する。 
 

1.2 既往研究レビュー 

本稿は，港湾間競争を荷主の経路選択行動から

明らかにしようとするものである。 
荷主の行動分析については，これまで多くの研

究が蓄積されてきた。その多くは，ランダム効用

理論，すなわちロジット型アプローチによって荷

主の経路選択ならびに港湾選択行動を解明しよう

とするものである。 
Tiwari ら 5)は，中国荷主の港湾選択行動を分析

している。彼らは，荷主の港湾選択にとって距離，

港の混雑状況，船舶数が重要な要因であると結論

づけている。Malchow ら 6)は米国の輸出貨物を対

象に分析している。彼らは，4 つの異なるタイプ

の多項ロジットモデルを構築し，各モデルからや

はり陸送距離と船舶数が重要な要因であるが，米

国荷主にとっては寄港間隔も重要であることを示

している。茅野ら 7)は，配船スケジュールを考慮

した集計ロジットモデルにより東北・中国・四国

地方の輸出入コンテナ貨物の荷主の港湾選択行動

分析を行っている。Tongzon8)は，フォワーダーの

港湾選択に関する意思決定プロセスを研究してい

る。これらの研究は，荷主の行動を詳細に明らか

にしているが，研究の第一目的は荷主の行動自体

の解明であるため，これらのモデルには主として

距離などの物理的要因が含まれる。物理的要因は

荷主にとって決定的に重要な要因ではあるが，港

湾競争下での港湾施策に関わる意思決定にモデル

を適用する場合は，船社および/または港湾当局が

制御可能な要因を含む必要がある。 
荷主の行動分析に基づく港湾間競争に関しても，

多くの既往研究がある。Veldman ら 9)は，多項ロ

ジットモデルとして荷主の行動モデルを構築し，
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アントワープ－ハンブルク間の主要港間の競争に

対するロッテルダム港の港湾拡張プログラムの評

価を行っている。彼らのモデルには，船社が制御

可能な輸送費用，輸送時間，寄港頻度が採用され

ている。石原ら 10)は，東アジア主要港を対象に，

近畿・中国・四国・九州の地方別に国内港湾選択

に関するロジットモデルを構築し，寄港頻度を変

動させた感度分析を行っている。佐々木ら 11)は，

日中韓間において相手地域・輸出入別のロジット

モデルを構築し，東京港を対象に新規国際 RORO
船航路開設について分析している。Kuroda ら 12)

は，船社の行動と荷主の行動を考慮した均衡モデ

ルを提案している。彼らの荷主行動のモデルは，

輸送時間，輸送費用と容量制約に起因する混雑を

要因とする決定論的均衡モデルであり，これに基

づく demand-supply interaction model を提案し

ている。決定論的な荷主の行動に基づいた港湾間

競争については Wan ら 13)の研究も挙げることが

できるが，荷主の行動モデルは需要関数の形で与

えられ，単純化されている。一方，Ishii ら 14)は，

神戸港と釜山港の競争をゲーム理論的観点から直

接的に扱っているが，彼らのアプローチは，船社

ならびに港湾の行動に関する理論分析が中心であ

り，荷主の行動は捨象されている。 
本稿は，既往研究ではなされていない，釜山港

における海外トランシップによる我が国荷主の便

益について計量するとともに，阪神港と釜山港の

競争について分析を試みるものである。なお，分

析手法については，釜山港トランシップが我が国

荷主の効用に与える影響を計量することを第一目

的としているため，demand-supply interaction
のような船社の最適化行動も組み込んだ複雑なア

プローチではなく，Veldman らの用いた「経路選

択行動分析に基づく便益の計量」というアプロー

チに準じて研究を進めることとする。 
 

2. 北米に輸出されるコンテナ貨物の直送

/海外トランシップの選択傾向 

本章では，日本から北米に輸出されるコンテナ

貨物の直送/海外トランシップの地域別の選択傾

向について現状を分析する。 
以下の分析では，平成 20（2008）年度全国輸

出入コンテナ貨物流動調査 3)を用いる。このデー

タから我が国は輸送経路の傾向別に図 1 に示す 3
つのタイプの地域に区分することができる。地域

名に下線を付した地域は，阪神港直送航路利用に

対する荷主の選好が強い地域である。地域名が斜

体の地域は，釜山港トランシップ利用の選好が強

い。その他の地域は，他の経路の選好が強い。 
具体的な地域別経路別の貨物流動量とシェアに

ついては付録の付表 1 に示す。これによると，阪

神港直送航路利用のシェアが高い地域は，近畿地

方日本海側（100%），四国地方太平洋側（89%），

四国地方瀬戸内（88%），近畿地方（86%），中国

地方日本海側（85%）である。このうち近畿地方

以外は貨物量が多くない（10 千 TEU/年未満）地

域であり，近畿地方発の貨物（116,582TEU/年）

が大半を占める。一方，釜山港トランシップ利用

のシェアが高い地域は沖縄（100%），九州地方北

部（87%），九州地方南部（57%），中国地方瀬戸

内（55%）である。これら全ての地域からそれぞ

れ10千TEU/年以上の貨物が釜山港経由で輸送さ

れている。これらの地域では，釜山港トランシッ

プ利用に何らかのメリットがあるものと考えられ

る。また，阪神港直送航路利用と釜山港トランシ

ップ利用が競合している地域は，中国地方瀬戸内

（阪神港直送 41％：釜山港トランシップ 55％）

と九州地方南部（同 38％：57％）である。 
 

3. 荷主の経路選択モデル 

3.1 モデルの構造 

本章では，日本から北米への輸出されるコンテ



 

ナ貨物について荷主の経路選択モデルを構築する。

モデルタイプは，1.2 節で整理した既往研究を参

考に多項選択肢集計ロジットモデルとし，図 2 に

示す選択構造を仮定する。本稿では，海外トラン

シップの有無による影響を主たる分析対象として

いるため，ここではどの港湾の本船を利用しても

北米までの本船輸送時間，本船輸送費用は等しく，

海外フィーダー費用は本船運賃に含まれるという

仮定を置いている。また，港湾施策を評価可能な

モデルを構築するため，港湾当局が制御可能な要

因をモデルに組み入れる必要がある。いくつかの

要因を候補として選択し，最終的に次節に示す要

因を選択した。 
荷主の経路選択行動に取り扱うためには，荷主

の経路選択構造を定義する必要がある。ここでは， 

＜    日本国内   ＞  ＜    海外    ＞ 
発地 1  1.京浜港  直送  

北

米 

：    釜山港 TS  
：    他港 TS  
  2.伊勢湾港  直送  
    釜山港 TS  
    他港 TS  
  3.阪神港  直送  
  ：  釜山港 TS  
  ：  他港 TS  
  ：  ：  
  ：  ：  
  36.細島港  直送  
    釜山港 TS  
    他港 TS  

図 2 輸送経路選択構造 

 
北米*への輸出のため経路について，日本港湾から

の直送航路利用，釜山港トランシップ利用，その

他の海外港湾でのトランシップ利用の 3パターン

を仮定している。 
モデルのパラメータ推定のために，貨物の発地

* 全国輸出入コンテナ貨物流動調査 3)によると，北米への輸送の大部分は，西海岸の主要港で積み卸しされているパタ

ーンが大半であり，このため本稿では，単純に着地ゾーンを北米全域と仮定している。 

1. 北海道 

3. 東北日本海側 

4. 関東 

5. 北陸甲信越 

6. 東海 
釜山港 

7. 近畿 
13. 九州北部 

8. 近畿日本海側 
9. 中国日本海側 

10. 中国瀬戸内 

11. 四国瀬戸内 
12. 四国太平洋側 

14. 九州南部 

15.沖縄 

阪神港 

2. 東北太平洋側 

図 1 日本の領域区分と阪神港/釜山港選好傾向 
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として生活圏レベルの206ゾーンと国内港湾とし

て 36港を設定する。各ゾーンからの輸送経路は，

36 港と 3 パターンの組み合わせとなる。このとき

の荷主の経路選択確率はランダム効用理論に基づ

き，式(1)のように定式化される。 

exp( )
exp( )

ni
ni

nj
j

U
P

U



 ....................................... (1) 

ここで， 
n ：発地ゾーン 

i ：輸送経路 

Uni ：ゾーン n の荷主の経路 i の効用関数 
荷主の効用関数は， 

(1 / 1 / )ni ni ni i i iU a C b T c F f d TS        

 ................................. (2) 
ここで， 

ni niC CD ：ゾーン n からの経路 i の輸送費用（円

/TEU） 

 iininini CPCDMTSCDMCDLCD  ：経路 i

の国内輸送費用（円/TEU） 

  CDLni ：国内陸上輸送費用（円/TEU） 

  CDMni ：国内海上輸送費用（円/TEU） 

  CDMTSi ：国内港湾での積替費用（円/TEU） 

  CPi ：港湾諸費用（円/TEU） 

ninini TFTDT  ：ゾーン n からの経路 i の輸送時

間（時間） 

 iininini TPTDMTSTDMTDLTD  ：経路 i

の国内輸送時間（時間） 

  TDLni ：国内陸上輸送時間（時間） 

  TDMni ：国内海上輸送時間（時間） 

  TDMTSi ：国内港湾での積替時間（時間） 

  TPi ：港湾での滞留時間（時間） 

 inini TFMTSTFMTF  ：海外トランシップ利用

の場合の経路 i の追加時間（時間） 

  TFMni ：海外フィーダー輸送時間（時） 

  TFMTSi ：海外港湾での積替時間（時） 

Fi ：経路 i の本船寄港頻度（便/月） 

fi ：海外トランシップ利用の場合の経路 i のフィ

ーダー船寄港頻度（便/月） 

TSi ：経路 iの海外トランシップダミー変数（海外ト

ランシップを利用する経路の場合は 1，そう

でなればゼロをとる 2 値変数） 
a, b, c, d ：各説明変数のパラメータ 

 

3.2 パラメータ推定結果 

本稿では，平成 20（2008）年度全国輸出入コ

ンテナ貨物流動調査 3)に基づき分析を行う。海外

トランシップについては，釜山港とその他港とし

て香港港を想定している。輸送経路については，

実際利用されている経路を選択肢として採用し，

323 サンプルを対象に最尤推定法でパラメータを

推定した結果を表 4 に示す。 
推定値は，海外トランシップに関するパラメー

タはやや安定性を欠くものの，全体的には統計的

に有意で安定していると判断できる。なお，輸送

費用に海外トランシップ利用の場合に海外フィー

ダー区間の運賃・海外港湾での積替費用 CFiを加

えると著しく安定性を欠く結果となったため，費

用に関する前述の仮定は妥当であったといえる。 
このモデルを用いて経路別北米輸出コンテナ貨

物量を推計することにより国内 36港及び釜山港，

海外他港の取扱貨物量を推計する。 
主要港の取扱貨物量について図 3に実績値と推

計値の比較を示す。各港湾における北米輸出コン 
 

表 4 パラメータ推定結果 

説明変数 パラメータ 単位 t 値 
輸送 
費用 Cni -9.769×10-6 1/(円/TEU) -6.166 
輸送 
時間 Tni -2.656×10-2 1/時 -6.837 
寄港頻度 
の逆数 

1/Fi
+1/fi -4.817×100 1/(月/便) -2.670 

海外 TS 
ダミー TSi -2.658×10-1  -1.441 

自由度調整済み尤度比：0.266 



 

0 100,000 200,000

京浜港

伊勢湾港

阪神港

北部九州港

国内地方港

釜山港

海外他港

取扱貨物量(TEU/年)

実績値

推計値

実績値

推計値

実績値

推計値

実績値

推計値

総量

直送

釜山港TS

他港TS

 
図 3 日本発北米輸出コンテナ貨物の主要港別取扱

貨物量の再現性 

 
テナ取扱貨物量の総量については比較的再現でき

ている。しかし，北部九州港から釜山港経由の貨

物流動がかなり過小に，他の港湾から釜山港経由

の貨物流動が過大に推計されている。これは，こ

れまでの取引で培われた費用や時間だけでない北

部九州港と釜山港の接続利便性が過小評価され，

その分他港からの釜山港トランシップ利用が過大

評価される傾向になったと考えられる。 
しかし全体としては，モデルは実際の貨物流動

の傾向をよく再現しており，実務的な評価を行う

上での精度はあると判断できる。よって以降の分

析では，北部九州港以外の港湾からの釜山港トラ

ンシップ利用が過大推計される傾向があることに

留意しつつ，このパラメータの組み合わせを適用

し，分析することとする。 
 
4. 海外トランシップの経済性分析 

経済的評価のためには，荷主の各行動要因の価

値を貨幣タームで測定する必要がある。表 4 を輸

送費用で基準化し，貨幣換算したパラメータを表

5 に示す。これらの値はそれぞれ， 
1）本船積み込みまでの輸送費用 1 円/TEU 削減

により，荷主の効用が 1 円/TEU 増加 
2）本船積み込みまでの輸送時間 1 時間短縮に

より，荷主の効用が 2,719 円/TEU 増加 
3）本船寄港頻度 1便/月から 2便/月増便により，

荷主の効用が 493,063 円/TEU 増加（阪神港

現況 45便/月から 49便/月に増便（週 1便増）

の場合は 894 円/TEU 増加） 
4）海外トランシップ利用により，荷主の効用

が 27,085 円/TEU 減少 
することを意味している。4）は，輸送時間 Tniや

フィーダー船頻度 fiに含まれない海外トランシッ

プによる不効用であり，例えば本船接続失敗リス

クや積み替えによる荷傷みリスクなどによるもの

と考えられる。 
この解釈に基づき，実際の北米基幹航路の推移

について評価を行う。 
表 6 は，各港の 2008 年と 2013 年の北米基幹

航路の寄港数（実績値）を示したものである。こ

の間，阪神港，北部九州港，日立港，那覇港では，

寄港頻度が増加しているが，多くの港湾では寄港

頻度が減少している。これは，前記のパラメータ

の解釈に基づけば，荷主の効用が低下した可能性

があることを示唆している。そこで，2008 年寄港

パターンが 2013 年のそれに変化した場合の荷主 
 

表 5 輸送費用で基準化したパラメータ 

説明変数 パラメータ 単位 
輸送 
費用 Cni -1  
輸送 
時間 Tni -2,719 円/時・TEU 

寄港頻度 
の逆数 

1/Fi
+1/fi -493,063 円・(便/月)/TEU 

海外 TS 
ダミー TSi -27,209 円/TEU 
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表 6 北米基幹航路の寄港数（2008年，2013 年）2) 

（単位：便/月） 
港湾 2008 年 2013 年 

国内 
諸港 

京浜港 109.5 83 
伊勢湾港 50 39 
阪神港 46 46 
北部九州港 6 8 
苫小牧港 6 4 
仙台港 6 4 
日立港 4 5 
清水港 12 8 
那覇港 2 4 
八戸港 4 0 
小名浜港 2 0 
長崎港 2 2 

海外

諸港 
釜山港 126 116 
香港港 162 118 

 
表 7 寄港パターン変化による荷主の効用の変化 

（単位：百万円） 
 2008 年 2013 年 
総効用（輸送費用で基準化） -118,258 -116,487 
変化（2008 年→2013 年） -1,771 

 
の総効用の変化について計測してみることとする。 

ここでは 2008 年時点の荷主にとっての寄港パ

ターン変化の影響を見るとして，需要一定，所得

効果なしとし，式(2)の効用関数を表 5 のパラメー

タを用いて貨幣換算した U'niの期待効用の差から

計測した結果を表 7に示している。これによると，

寄港パターンの変化により荷主の総費用は 1,771
百万円増加している。 

このコスト増加要因の 1 つは，表 6 で示した北

米直送航路の減少である。この減少は海外トラン

シップの存在がもたらした可能性がある。 
つまり，寄港数の減少は荷主の便益に直接影響

することがここで把握された。ここで次のような

疑問が生じる。すなわち，寄港数の増加がどの程

度であれば，海外トランシップを利用することな

く十分な便益を得ることができるのか，というこ

とである。 
そこで，阪神港のサービスレベルを海外トラン

シップ港である釜山港並みに向上させる方法につ

いて検証することとする。釜山港と比肩するサー

ビスを実施できれば，理論上，海外トランシップ

は消失することになる。本節ではその効果の程度

について検討するものである。 
前述のパラメータ解釈に基づけば，海外トラン

シップに伴う荷主の追加費用は27,209円/TEUと

推測される。よって，トランシップの追加費用を

覆すためには， 
案 1：本船積み込みまでの輸送費用を 27,209 円

/TEU 削減 
案 2：本船積み込みまでの輸送時間を 10.01 時

間短縮 
案 3：本船寄港頻度を増加：例えば既往 4 便/月

の場合は 5.13 便/月まで増便，既往 16 便/
月の場合は 136.70 便/月まで増便 

が必要ということになる。むろん，案 2 の輸送時

間を 10 時間短縮することは，国内輸送の物理的

特性を考えれば現実的でない。また，2008 年にお

ける阪神港の北米航路寄港頻度は，45 便/月であ

り，釜山港よりもはるかに少ない（3分の1未満）。

よって，案 3 に示す釜山港に匹敵するサービス水

準まで寄港頻度を高めることも実行可能な選択肢

と言えない。 
したがって，現実的には輸送費用の低減（案 1）

が，阪神港が釜山港のサービス水準と比肩しうる

北米直送航路貨物量増大の唯一の選択肢と言える。 
 

5. 阪神港の港湾諸費用に関する感度分析 

前章では，海外トランシップにかかる施策につ

いて検討した。本章では，施策の効果を具体的に

計量するために阪神港の港湾諸費用に関する感度

分析を行う。ベースとなる港湾諸費用は，現行の

15,000 円/TEU とする。 
分析対象とする施策は，港湾諸費用に対する荷

主への補助金とした。輸送費用のうち港湾当局が

直接制御可能なものの 1 つとして港湾諸費用が挙



 

げられるが，この費用の低減によって集貨が見込

まれると考えられており，実際に大阪港でも実施

されてきた。本稿では，この事例を踏まえつつ，

その効果について阪神港を対象に検討することと

した。すなわち，荷主への補助金の付与分だけ低

減した阪神港の港湾諸費用をモデルに代入し，経

路ごとの貨物流動量を推計することとした。 
ケース別推計結果の詳細は付録の付表 2に示す。

これによると阪神港への補助金は，北海道地方，

東北地方太平洋側・日本海側，沖縄を発地とする

釜山港トランシップ利用の輸出コンテナ貨物には

影響を与えない。これらの地域は，阪神港から遠

方であるため，阪神港利用へのインセンティブと

しては，より多額の補助金が必要である。 
それに対し，補助金の増加に伴い，関東地方，

北陸甲信越地方，東海地方からの阪神港直送航路

利用貨物は増加する。しかし，釜山港トランシッ

プ利用貨物量の減少は目立ったものではない。こ

れは，阪神港への補助金が海外との港湾競争では

なく，国内での港湾競争を引き起こしていること

を示唆するものと考えられる。一方，近畿地方，

中国地方瀬戸内，四国地方瀬戸内・太平洋側，九

州地方北部・南部については，補助金の増加に伴

って釜山港トランシップ利用から阪神港直送航路

利用への転換が見られる。 
図 4 に，阪神港への補助金と直送航路貨物量の

増分の関係を示す。これによると，5,000 円/TEU
から 30,000 円/TEU の範囲では，直送貨物量は補

助金の増加とともに線形に増加しているようにみ

える。経路選択確率を式(1)のように仮定している

ため，補助金の増加による効用の増大に伴い集荷

量は飽和するが，このモデルの場合，相当に大き

な補助金（300,000 円/TEU 程度）を投入してよ

うやく増加率が逓減する。これは国内市場の大き 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0 10,000 20,000 30,000

阪
神

港
直

送
貨
物

の
増

分
(
T
E
U/
年

)

阪神港への補助金(円/TEU)  
図 4 補助金に対する感度分析 
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図 5 補助金と費用便益比の関係 

 
さに対して補助金 1単位による影響が小さいため

と考えられる。 
図 4 によれば，補助金を投入すればするほど集

貨効果があることになる。よってここでは，その

投資効率を検討するため，補助金施策の費用便益

分析を行う。ここでも需要変動と所得効果はない

ものとして，荷主の便益*（B）を各ケースとベー

スケースとの間の荷主の効用差として定義する。

ここには，補助金による輸送費用の低減に伴う効

用の増分が含まれていることに留意が必要である。

また，他の国内港湾における遊休損失などは勘案

していない。施策コスト（C）は，各ケースの補

* 本稿では，便益として荷主に対する直接効果（消費者余剰）のみを勘案している。船社や他の国内港湾での集貨の変

化などによる生産者余剰も加味したものではないことに注意が必要である。 
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助金総額（阪神港直送貨物量に補助金単価を掛け

たもの）と定義する。図 5 に補助金と費用便益比

（B/C）の関係を示すが，B/C は全てのケースで 1
未満であり，補助金に対して単調減少である。 

これは，補助金施策は阪神港取扱貨物量増加に

対して効果が限定的であることを意味しており，

荷主への補助金以外の施策についても検討が必要

であることを示唆している。 
 

6. 結論 

本稿は，日本発北米向けコンテナ貨物輸送を概

観し，海外トランシップに着目して荷主の経路選

択行動を分析したものである。得られた知見・成

果を以下に示す。 
1）多項ロジットタイプの荷主の経路選択モデ

ルを構築し，そのパラメータを推定した。 
2）構築したモデルから海外トランシップによ

る荷主の追加費用は 27,209 円/TEU と推計

された。 
3）阪神港への補助金は神戸港直送航路貨物の

増加には効果的であるが，全てが釜山港トラ

ンシップ利用削減につながるものではない。 
4）費用対効果の点から考えると補助金施策に

加えてそれを補完する施策が望まれる。 
ここで 2）は，海外トランシップによる潜在的

損失を明らかにしており，この潜在的損失は地域

経済の改善のために削減すべきであることを示し

ている。また，2）は「国際コンテナ戦略港湾政

策」の方向性について，輸送のサービス水準を改

善することによって地域経済を改善するという観

点から正当化できることを示唆している。一方，

前掲の 3）と 4）は，荷主への補助金施策の効果

が限定的であることを示唆している。また，本稿

では，阪神港における施策のみを検討したが，他

の国内港湾との役割分担についても検討が必要で

ある。今回の検討結果から補助金施策自体は，阪

神港の直送貨物増大に有効であることを示してい

るが，生産性の向上，すなわち費用対効果の向上

による港湾の競争力を強化することが必要である。

これらを踏まえた，より効果的な支援策の検討は，

今後の課題である。 
加えて，本稿でのモデル分析では，寄港頻度を

固定して行っている。このため，荷主への補助金

のみを考察対象としている。しかし，補助金の対

象としては，航路設計の主体である船社に対する

ものも考えられる。船社の行動変化による市場へ

の影響を考察するためには，船社の行動を明示化

した demand-supply interaction モデルなどによ

り詳細な分析の実施が望まれよう。こういったア

プローチによる港湾政策分析は今後の課題とした

い。 
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付録  

(単位：TEU/年)

阪神港 他港湾 釜山港 他港湾

1 北海道 貨物流動量 3,874 0 3,612 205 57

地域シェア 100.0% 0.0% 93.2% 5.3% 1.5%

総シェア 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0%

2 東北地方太平洋側 貨物流動量 30,885 0 29,030 1,855 0

地域シェア 100.0% 0.0% 94.0% 6.0% 0.0%

総シェア 4.2% 0.0% 4.0% 0.3% 0.0%

3 東北地方日本海側 貨物流動量 316 0 307 10 0

地域シェア 100.0% 0.0% 96.9% 3.1% 0.0%

総シェア 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 関東地方 貨物流動量 188,494 5,332 181,310 525 1,327

地域シェア 100.0% 2.8% 96.2% 0.3% 0.7%

総シェア 25.8% 0.7% 24.8% 0.1% 0.2%

5 北陸甲信越地方 貨物流動量 11,523 181 8,810 2,427 105

地域シェア 100.0% 1.6% 76.5% 21.1% 0.9%

総シェア 1.6% 0.0% 1.2% 0.3% 0.0%

6 東海地方 貨物流動量 270,752 1,791 262,914 243 5,804

地域シェア 100.0% 0.7% 97.1% 0.1% 2.1%

総シェア 37.1% 0.2% 36.0% 0.0% 0.8%

7 近畿地方 貨物流動量 135,937 116,582 15,624 1,737 1,994

地域シェア 100.0% 85.8% 11.5% 1.3% 1.5%

総シェア 18.6% 16.0% 2.1% 0.2% 0.3%

8 近畿地方日本海側 貨物流動量 258 258 0 0 0

地域シェア 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総シェア 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9 中国地方日本海側 貨物流動量 300 254 7 0 40

地域シェア 100.0% 84.5% 2.3% 0.0% 13.2%

総シェア 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10 中国地方瀬戸内 貨物流動量 23,174 9,399 562 12,688 525

地域シェア 100.0% 40.6% 2.4% 54.7% 2.3%

総シェア 3.2% 1.3% 0.1% 1.7% 0.1%

11 四国地方瀬戸内 貨物流動量 5,655 4,985 0 487 184

地域シェア 100.0% 88.1% 0.0% 8.6% 3.2%

総シェア 0.8% 0.7% 0.0% 0.1% 0.0%

12 四国地方太平洋側 貨物流動量 533 476 0 57 0

地域シェア 100.0% 89.3% 0.0% 10.7% 0.0%

総シェア 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

13 九州地方北部 貨物流動量 26,983 1,973 1,010 23,349 650

地域シェア 100.0% 7.3% 3.7% 86.5% 2.4%

総シェア 3.7% 0.3% 0.1% 3.2% 0.1%

14 九州地方南部 貨物流動量 31,461 11,926 1,140 18,044 351

地域シェア 100.0% 37.9% 3.6% 57.4% 1.1%

総シェア 4.3% 1.6% 0.2% 2.5% 0.0%

15 沖縄 貨物流動量 18 0 0 18 0

地域シェア 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

総シェア 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

日本全体 貨物流動量 730,164 153,156 504,326 61,644 11,037

シェア 100.0% 21.0% 69.1% 8.4% 1.5%

直送 海外トランシップ
合計

付表1　地域別経路別北米輸出貨物流動量
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Measuring the Shipper’s Benefit Using Oversea Transshipment: 
Case of Japan-North American Container Cargo Transport Market 

 
Jun KIMATA and Mikio TAKEBAYASHI

 
ABSTRACT : This paper aims to discuss the economic advantage/disadvantage of using oversea transshipment.
We develop the aggregated Logit type shippers’ route choice model using MLIT’s survey data. Applying the
model and then our results show that the total utility of Japanese shippers decreased from 2008 to 2013 with the
decrease of direct call from Japan. Through the sensitivity analysis, we can say that reducing the oversea 
transshipment is useful for Japanese shippers in terms of reducing the additional cost relating to the oversea
transshipment, but, on the other hand, it is very difficult to obtain the level of service that Port of Busan provides 
due to the high cost for improvement. 
KEYWORDS : Container Transport, Oversea Transshipment, Route Choice Model, Utility of Shippers 


